
陳
情
審
議

● 

行
政
手
続
き
条
例
と
契
約
事
務
規
則
の

関
係
解
明
を
求
め
る
件

　
　
　
審
議
結
果　

不
採
択

● 

「
議
員
の
紹
介
」
の
解
明
を
求
め
る
件

　
　
　
審
議
結
果　

不
採
択

● 

昭
和
39
年
最
高
裁
判
例
の
誤
読
と
準
備

行
為
論
の
克
服
を
求
め
る
陳
情

　
　
　
審
議
結
果　

不
採
択

● 

瑞
穂
町
議
会
請
願
・
陳
情
取
扱
要
綱
第

3
条
第
2
項
の
削
除
を
求
め
る
陳
情

　
　
　
審
議
結
果　

不
採
択

　

以
上
４
件

　

角
田　

統
領（
瑞
穂
町
武
蔵
）

● 

婚
姻
歴
の
な
い
母
子
家
庭
の
母
に
つ
い

て
も
税
法
上
の
「
寡
婦
」
と
み
な
し
寡

婦
控
除
を
適
用
し
、
窮
状
を
救
う
た
め

手
を
打
つ
よ
う
に
求
め
る
陳
情

N
P
O
法
人　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

し
ん
ぐ
る
ま
ざ
あ
ず
・
ふ
ぉ
ー
ら
む　
　

　

会
員　

竹
内　

三
輪（
千
代
田
区
）

　
　
　

審
議
結
果　

採
択

■賛否の分かれた陳情 採…採択　不…不採択

陳　情　名
自　　　民 公　明 住民 改革 武共産 民主 審 議

結 果

不 不 不 不 不 不 採 採 採 採 採 採 採 不 採 採　択

自民：自民新政会　　公明：公明党　　住民：住民と自治の会　　改革：改革みずほの会　　共産：日本共産党　　武：武の会　　民主：民主党

２５陳情第６号
婚姻歴のない母子家庭の母
についても税法上の「寡
婦」とみなし寡婦控除を適
用し、窮状を救うため手を
打つように求める陳情

小川 下野 近藤森 原 尾作 小池 小野 大坪 高橋谷青山 齋藤小山髙水

※議長は、採決に加わりません

自　　　民 公　明 住民 改革 武共産 民主

小川 下野 近藤森 原 尾作 小池 小野 大坪 高橋谷青山 齋藤小山髙水

自民：自民新政会　　公明：公明党　　住民：住民と自治の会　　改革：改革みずほの会　　共産：日本共産党　　武：武の会　　民主：民主党

※議長は、採決に加わりません

議
員
提
出

■賛否の分かれた議案 ○…賛成　×…反対

議　案　名
審 議
結 果

議員提出議案第１号
寡婦（夫）控除制度
を改正し、婚姻歴の
有無、男女を問わず
適用するよう求める
意見書

× × × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○× × ○ 可  決○

第
2回

臨時
会

で
 決まりました

契約方法　指名競争入札
契約金額　6,289万5,000円（落札率84.4％）
契約相手　日本体育施設株式会社東京支店（中野区）
　　　　　支店長　岡村　賢
工　　期　平成25年11月29日

第二小学校の校庭が芝生化されます

・・

　

25
年
度
一
般
会
計
予
算
を
2
億
3
、
6
8
8
万
9
千
円
増
額

し
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
1
4
7
億
8
、
9
3
8
万
9
千

円
と
す
る
も
の
で
す
。
旧
庁
舎
移
転
計
画
に
伴
う
庁
舎
改
修
工

事
請
負
費
や
公
園
用
地
取
得
に
伴
う
増
額
で
す
。

補
正
予
算
（
第
2
号
）
を
可
決
し
ま
し
た

　

町
監
査
委
員
に
原
島
茂
樹
氏
（
箱
根
ケ
崎
）
を
再
任
、
ま
た
、

尾
作
武
夫
氏
の
後
任
に
青
山
晋
氏
を
選
任
す
る
こ
と
に
同
意
し

ま
し
た
。

監
査
委
員
選
任
に
同
意
し
ま
し
た

　平成25年第２回臨時会が７月５日に開催されました。今回の臨
時会では、「町立瑞穂第二小学校校庭芝生化工事請負契約につい
て」１件の町長提出議案を審議し、原案どおり可決しました。

　陳情採択による議員提出議案を可決したため、
国に意見書を提出するものです。

■寡婦（夫）控除制度を改正し、婚姻歴の有無、男女を問わず適用するよう
　求める意見書

議会から国へ議会から国へ
̶ 意見書を提出 ̶

　子どもを扶養している婚姻歴のないひとり親世帯には、税法の定める「寡婦（夫）控除」は適用されない。税法上
の「寡婦（夫）」とは、過去に法律婚をしたことのあるものと定義されているからである（所得税法第２条第1項第
３０号・第３１号、地方税法第２３条第１項第１１号・第１２号）。
　しかし、これによって算定された所得は、所得税、住民税、公営住宅入居資格及びその賃料、保育料等の算定のた
めの基準とされる結果、同じひとり親世帯でありながら「寡婦（夫）」世帯に比べ、婚姻歴のないひとり親世帯は課
税所得が高く設定されてしまう。そのため、婚姻歴のないひとり親世帯は、所得水準が低い傾向にあるにもかかわら
ず、さらに大きな不利益を受けている。
　日弁連の調査報告書によれば、「婚姻歴のない母子世帯に対して寡婦控除を適用しないことは、法の下の平等を保
障した憲法第１４条に違反し、また婚姻歴のない母に扶養される子どもに対しても経済的不利益をもたらすことから
子どもの権利条約に違反し、また差別を禁じた国際人権規約（自由権）の規約にも反している。」と結論づけている。
　よって、瑞穂町議会は、子どもを扶養する家庭の経済的苦境・不平等を救済する為に、婚姻歴のないひとり親世帯
についても「寡婦（夫）控除」をみなし適用できるよう、すみやかに税法上の寡婦（夫）控除制度を改正するよう求
める。
　以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
平成２５年６月１４日

東京都西多摩郡瑞穂町議会
衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣　 宛

　第三小学校、第五小学校の校庭芝生
化に次いで、第二小学校の校庭芝生化
工事請負契約を可決しました。児童の
体力の向上やケガの減少や緑化による
ヒートアイランド現象の抑制を目的に、
校庭芝生化工事を行うものです。また
児童・保護者・地域の方々による芝生
の維持管理を通して地域コミュニティ
の活性化を図ります。

任期　平成25年6月12日
　　　～平成29年6月11日
　　　（6月定例会で選任同意）

代表監査委員
原島茂樹氏

任期　平成25年5月8日
　　　～平成27年4月30日
　　　（5月臨時会で選任同意）

議会選出監査委員
青山　晋氏


